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住まいやまちづ くりは住民生活に密着 した重要な問題である。住生活の改善やよりよい住環境の形成に向けて,子 ど

もから大人まで住まい ・まちづくりに主体的に参加 し,学 校や家庭,地 域社会の協力 ・連携のもとに生涯にわたって学

び続けることのできる環境や体制づ くりが求められ る。本研究は,1)生 涯学習時代の到来,2)総 合的な学習の時間の導

入など学校教育の再編,3)住 宅マスタープランの策定など,住 まい ・まちづくりを取り巻く環境の変化に対応 し,家 庭

科を中心 とする学校教育,社 会教育及び住宅行政にみる住まい ・まちづくり教育の現状や課題を明 らかにす るとともに,

全国のユニークな実践例を収集 ・分析 し,生涯学習時代の住まい ・まちづくり教育の方向性を探ろ うとしたものである。
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Housing and community planning are the problems which are near for the life of the inhabitant. For the improvement of living 
conditions and dwelling environment, it is important that the inhabitant independently participates to housing and community 

planning. The purpose of this study is to examine the ideal way of the education on housing and community planning in lifelong 
learning age. We took up three sides of school education, housing policy of local government, social education , and actual 
condition and problem of the housing and community planning education were examined from the result of hearing investigation 
and auestionnairinc'.

1.は じめに

1.1研 究の背景 ・意義

近年,住 まい ・まちづ くり教育(住 教育)の あり方が

少しずっ変わろうとしている。住教育の目的は,住 み手

が住生活の改善や住まい ・まちづくりに主体的に関わっ

てい くための基礎的能力や資質の育成にあ り,「 自分た

ちの住む町の将来像 を構想する力」 「居住地 としての住

環境 を守 り発展 させていく力」「住まいを計画 したり選

択す る力」 「住まいを管理 して長 く愛用する力」「地域

の気候風土に対応 して快適に住ま う力」などを獲得す る

ことにある。それは子どもから大人までを対象に,ま た

学校教育のみな らず,社 会教育を含んだもの ともなろ う。

なぜなら,そ れぞれの世代は現在の,そ して将来の住ま

いづくり・まちづくりの担い手であるからにほかならな

いからである。その意味で,生 涯学習時代の住まい ・ま

ちづ くり教育の到来を示唆す るものともなっている。

生涯学習の時代背景を 「人々が生涯のいつでも,自 由

に学習機会を選択 して学ぶ ことができ,そ の成果が適切

に評価されるような社会」(生涯学習審議会答申1992年)

とすると,そ れはこれまでの学校教育を中心とした もの

から,選 択の拡大を保障するオル タナティブな学習社会

への移行を意味する文6}。つま り 「いつで も」「どこで も」

「だれ とで も」注1)学びあえるような住まい ・まちづ く

り教育の場 ・機会の確保 と住情報の整備が課題 となる。

いいかえれば,時 間的にいつで もまたどの世代でも学習

できること,空 間的に学校でも地域でもどこでも学習で

きること,自 己実現をめざして様々な階層や立場の人々

と対話 しつつ学習できること,が 求められている。 とり

わけ 「だれ とでも」学ぶことの重要性は,住 まい ・まち

づ くり学習にあっては,教 える側 と教えられ る側,あ る

いは情報の発信者 と受け手,さ らには住み手とつくり手

の壁を取 り除き,共 に学びつつ,住 まいやまちに関わる
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とい う協働や共生の思想 と深く連動することになろう。

ところで,近 年の住教育を取 り巻く環境の変化はどの

ようなものであろ うか。第1は 学校教育の大変革であろ

う。小 ・中 ・高における 「総合的な学習の時間」酬 の

導入や 「生きる力」の育成は,知 識習得型の教育 ・学習

か ら参加 ・体験をも重視 した方向への転換であると同時

に,こ れまで住教育を中心的に担 ってきた家庭科住居領

域もその内容や教授方法等について大きな改革を迫 られ

ている注3}。もちろんこれ らは,少 子高齢社会の到来や地

球規模の環境問題,ラ イフスタイルの多様化などと無縁

ではない。第2は 国及び 自治体住宅政策からの要求であ

る。住宅宅地審議会答申(2000年6月)に おける 「住宅

宅地政策を担 う多様な主体等」としての 「国民の意識を

高めるため,住 教育の充実に努めることが重要である」

との指摘は,す でに自治体住宅マスタープラン策定にあ

たって,住 宅行政と学校教育,社 会教育との積極的連携

が模索 される段階となっている。第3の 変化は,上 記 と

関連 して住教育の主体 と方法の多様化である。すなわち

学校教育や社会教育に加えて,環 境改善運動や住 まい ・

まちづ くり関連のNPOに よるユニ…クな教育 ・学習活

動が登場 してきたことである。これ らは,単 に地域に密

着 した住情報の発信にとどまらず,そ れぞれの 「地域や

地方の住文化」を学習素材に取 り上げることの重要性 を

再認識させると同時に,既 存の住教育にも好影響を与え

ている。そしてこうした変化こそが住まい ・まちづくり

教育の場や機会を日常的に,あ るいは生涯にわたって設

けていくことの要求拡大にも連なっていると言えよう。

1。2研 究目的と方法

本研究は生涯学習時代の住まい ・まちづ くり教育の3

つの側 面,す なわち 「学校教育」「住宅行政」「社会教

育」におけるそれ らの現状 と課題を明らかにし,各 地域

の新たな取 り組みの収集 ・分析を通 して,今 後の住まい

・まちづ くり教育の方向性 を探 ることを 目的 としてい

る。具体的には,以 下の3点 について重点的に検討 した。

第1に,各 地域における学校教育の家庭科における住教

育の履修実態から住まい ・まちづくり教育の課題を明 ら

かにするとともに,全 国の特徴ある教育実践を収集 ・分

類 し,そ れぞれの成立条件などを考察することである。

第2に,全 国の自治体住宅マスタープランにおける住教

育 ・住民参加 ・住情報に関わる内容を取 り上げ,住 宅行

政の住まい ・まちづくり教育への関心を把握すると同時

にこれ らに関する新しい取 り組みの内容や方向性を明 ら

かにすることである。第3に 住宅取得,住 みかえ,増 改



築,住 居管理などに際 しての住情報の取得や住教育に関

する住み手や管理組織の関心 ・意識 ・要求などを把握 ・

分析 し,い わゆる社会教育における住まい ・まちづくり

教育の現状 と課題 を明 らかにするとともに,新 たな取 り

組みの事例の中から今後 のあ り方を検討す ることであ

る。研究方法は,ア ンケー ト調査,聞 き取 り調査及び授

業実践の資料収集など多様である。本研究に関わる主要

な調査の概要は表1-1に 示す通 りである。

2.学 校教育における住教育の履修実態

学校教育の中で住 まいや住生活の問題を最 も体系的に

扱ってきたのは 「家庭科」である。 しか し,食 物や被服

領域に比べると授業時間数が少なく,住 居領域の内容に

ついては質 ・量 ともに多 くの問題が横たわったままであ

る。他方,小 中学校の 「社会科」では地域学習の蓄積が

あ り,新 しく導入 される 「総合的な学習の時間」では児

童 ・生徒の主体的な学びや体験に基づく住まい ・まち学

習も試み られつつあ り,他 教科や種々の学習活動 と連携

しなが ら住まい ・まちづ くり教育を行 ってい くことも可

能な時代にな りつつあるk・])。本章ではまず、表1-1① ②

の調査資料をもとに,高 等学校の家庭科における住教育

の実態について分析する。

2,1高 等学校における住居領域の履修実態 と学習要求

(1)住居領域の履修状況

住教育を受ける側,す なわち生徒の側から,高 校時代

にどのような住教育を受けてきたのかを大学生(短 大生

を含む)を 対象に調査 した。同時に,地 域の住まいや住

環境 に対する知識や関心度を把握するために北海道,山

梨,福 井,高 知,愛 媛,大 分の6地 域の比較を行った。

高等学校家庭科の教科内容は,食 物,被 服,住 居,保

育,家 族関係,家 庭経営の6領 域に大別 される。高等学

校で家庭科を履修 した学生は96%で,そ の うち住居領域

を学習 したのは66%で あった。衣と食の領域については

9割 以上の者が学習 していることを踏まえると,全 体の

約1/3が 住まいや住生活について学習する機会が得 られ

なかったことになる(表2-1)。 さらに,住 居領域を履

修 した学生について家庭科全体の授業の中で住居領域に

当てられていた と思われる時間の割合をみるとi"`),7割

近 くの学生がせいぜい1割 程度以下であったと回答 して

いる。 こうした時間的な制約 もあ り,大 学生が高等学校

で学んだ住居領域の内容は,「 住居 と気候 ・風土」の項

目を除くと,「 住まいの機能 と役割」「家族 の変化 と住

居」「室内の健康 ・衛生」な ど住居内での生活を対象 と

したものが多い。「自分の住む町や地域」「住宅問題」「快

適な住環境」など住まいを取 り巻 く住環境にまで視点を

広げた内容の履修率は低いことが明らかになった。一方,

高等学校の住居領域ではどのような内容を学びたかった

のかを見てみると,「収納計画」「住居のインテ リア」「住

居の手入れ ・修繕」などがあげられた。いずれ も履修率

があまり高くなかった項目である。現状では,住 まいに

ついての実際的,技 術的内容に対する生徒の学習ニーズ

にまでは応えられないとい う問題 を抱えている。

(2)地域の住まいや住環境への関心

6地 域の学生に対して,各 地域の住まいや住環境の特

徴点をあげて,そ れに対する認知度 を尋ねたところ,地

域の気候 ・風土や生活に関する項 目ではいずれの地域で

も概ね認識が高かった。 これは自分の住む町や住まいに

ついては,家 庭科の学習以外にも社会科や社会見学,遠

足 ・校外学習の場などでの学習経験 を持っていたか らで

ある。 こうした学習を通じて地域を観察する目が養われ

ていると考えられる。また,地 域の住環境への関心は,

学校教育のみならず 日常的な地域 との関わ りからも育ま

れていると考えられるが,地 域活動や 自治会活動などへ

の学生の参加は子供会活動や運動会など学童期の経験に

とどまってお り,地 域のまちづくりや高齢者 ・障害者に

対するボランティアなど青年期以降の社会参加は少ない

ことがわかる(表2-2)。 家庭科の教科内容が,限 られ

た授業時間の中で幅広い領域を取 り扱わなければならな

いことを踏まえると,住 居領域の学習内容を住居内の生

活だけでなく地域の町づくりや住環境まで視点を広げて

いくためには,今 後,他 教科との連携や家庭,地 域社会

との連携を意識 した学習が必要 と考えられ る。

2.2地 域性をいかした住教育の実践

次に,表1-1② の調査資料な どを用い,住 教育の実態

を中学校及び高等学校家庭科教師の側から把握 した酬。

これより,① 住居領域に対する教員の苦手意識が強いこ

と,② 住居領域に割く授業時間数が他の5領 域に比較 し

て少ないこと,③ 適切な教材が少ないこと,が 共通する

問題点としてあげ られた文2)。住まいや住生活の地域性

を踏まえた住教育については大部分の教員が関心を示 し

たが,実 際にそれを実践している教員は2～3割 程度に

とどまっている。地域性をいか した住教育に関心があり

なが ら実践に移すことができない主な理由は,① 情報が



不足 している,② 魅力的な教材がない,③ 授業時間が確

保 しに くい,④ 研修 の機会が少ない,な どである文3'。

さらに,教 員歴の浅い,す なわち年齢の若い教員ほど地

域性 に対応 した住教育への苦手意識が強く,情 報の不足

や適切な教材が少ないことから,地 域性に対応 した住教

育副読本などの教材への関心が非常に強いことが福井の

事例文4》からも明らかになった(図2--1)。 地域性をいか

した住教育に関心があ りながら実践に至っていない教員

を今後どう支援 していくかが課題の…つといえる。大学

教員や専門家を交えた学習会の開催や地域 を素材にした

住まい ・まちづくりに関する副読本を作成するなど,地

域 ぐるみで現職教員を支援 していくことが,学 校教育に

おける魅力ある住教育を展開するときの出発点になるの

ではないかと考えられ る。

3.自 治体住宅政策における住まい ・まちづくり教育

近年,住 宅マスタープランの策定を契機に,自 治体が

住まい ・まちづ くり教育に積極的に関わっていこうとす

る動きが出てきている。今後は,住 宅施策や各種のまち

づ くりを一方的に周知す るだけではなく,住 み手が地域

に根 ざした 「住生活像」や 「住まい ・まち像」を構想 し,

これを実現 していく力を育んでいくために,行 政が住情

報を発信 した り,住 まい ・まちづ くり教育のあ り方を検

討す ることが重要な課題になっているか らである。

3.1都 道府県住宅マスタープランの場合

(1)住宅政策の推進 と住民の主体的参加

住宅行政には,計 画や施策を地域住民に一方的に周知

・徹底 させるだけではなく,住 情報交流拠点としての役

割が求められ る。また,学 校教育,地 域,そ の他の行政

部局 との連携を密にして,生 涯にわたる学習活動を積極

的に支援 していく役割も期待 され る。平成6年 度に創設

された住宅マスタープランは,地 域特性を活かす という

HOPE計 画のすぐれた視点を引き継ぎ,さ らに地域住

民の主体的参加を強く意識 している。 このため住宅マス

タープランには,多 様で,し かも具体的な住教育や住情

報の構想がみ られ る文7)。

(2)住宅マスタープランにみる住まい ・まちづくり教育

現在,第7期 から第8期 住宅建設5ヶ 年計画への移行

期にあ り,都 道府県住宅マスタープランの策定や見直し

作業が進んでいる。住宅マスタープランは,全 国一律の

考え方にもとついて進められてきた住宅政策を改め,地

域に根 ざした住宅施策を積極的に推進す るため,地 域住

民の住まい ・まちづくりへの主体的な参加が大きなポイ

ン トとなっている文9'。全国47都 道府県及び政令指定都市

の住宅政策担当者を対象 とした調査結果(表1-1③)に

よると,ほ とんどすべての自治体が策定段階か らの住民

参加 を進めている。国勢調査や住宅統計調査,行 政内部

資料等を活用 して計画づくりに住民ニーズを反映させる

だけでなく,策 定委員に住民代表を任命 した り,ワ ーク

ショップなどの参加型の試みを導入す る例である。また,

策定 した住宅マスタープランの本報告書や概要版を配布

している自治体もある。

こ うした中で,行 政が,住 教育に積極的に関わって

いくことの重要性を指摘 している都道府県は多く,学 校

教育だけでなく生涯学習としての住教育のあり方につい

て具体的に検討を始めている。地域住民の主体的な参加

を促すには,住 民自身の住まいや住環現への関心 ・感性

を育て,問 題意識を高めていくことが大切 と考えられて



いるからである。具体的な検討内容は,以 下の2つ のタ

イプに分けられる。

(a)学校教育との連携

「住」に対 して意識の高い人材を将来的に育成するた

め,教 育委員会 と連携 して住まいや住まい方に関す る住

教育に取 り組み,住 まい ・まちづくり活動を充実 させて

いこうと考えている自治体が多い。学校教育における住

教育の方法を提示 した り,教 材や副読本,カ リキュラム

を作成す ることを具体的に構想 している自治体 もあっ

た。たとえば山形県では,小 学校低学年の 「生活」の授

業に建築士や大工さん,職 人 さんを呼んで体験学習をす

る構想を持っている。福井県では 「図画工作」「技術 ・

家庭科」 「木工加工」な どにおいて,木 に親 しむ教育や

従来の工法技術にふれるカ リキュラムの設置などの具体

的な計画を構想 している。 こうした具体的な提示は,家

庭科や生活科など既存の教科の充実にっながるだけでな

く,新 学習指導要領に盛 り込まれている 「総合的な学習

の時間」における住まい ・まちづ くり学習への糧にもな

り,生 涯学習としての住教育にも貴重な示唆を与えるで

あろ うと考えられる。

一方,教 育委員会などの関連団体 と住民が,一 つのテ

ーブルについて住教育のあり方を考えていく活動がすで

にスター トしている地域もある。たとえば大阪府(大 阪

市も参加)で は教育委員会 と連携 して住教育推進協議会

を組織 し,冊 子 「住まい手の向上を支える」を発行 して

いる。学校教育において住まいやまちづ くりの考え方や

基礎知識を学ぶためである。教育委員会や学校教育現場,

自治体,住 民の自主的なグループとの連携は,住 まい ・

まちづ くり教育に.とって大切な課題であり,住 宅 ・建築

行政 と教育 ・福祉行政,住 民が手を携えて大きな一歩を

踏み出したことは注 目される。ただ,住 宅マスタープラ

ン策定後の状況をみ ると,学 校教育現場との連携は簡単

には進んでいないのが実情である。住宅行政 と教育行政

の連携は比較的 うまくいっているものの,教 育現場との

関係がスムーズに進みにくいのが課題 となっている。授

業担 当者の戸惑いが大きく,「何の教科で」「どこの枠組

みで」「どこの領域で」などの議論で多 くの時間とエネ

ルギーが費やされている。大阪府住教育推進協議会でも,

住教育部会を住情報部会へ改組 し,視 点を広げ,チ ャン

ネルを増や して消費者保護や多様な住情報の公開に力を

注いでいく計画がある。学校教育から生涯学習に視点を

広げていきたいと考えてはいるものの,背 景には学校教

育現場との連携のむずかしさが見受けられる。

(b)生涯学習としての住まい ・まちづくり教育

今後,住 まい ・まちづ くり教育に住宅行政が どのよ う

に関わってい くべきか とい う点については,「 学校教育

を土台にしつつ,今後は社会教育も充実 させていきたい」

(37.3%),「 生涯学習の一環 として広 く社会教育 とし

て扱っていきたい」(27,1%)と い う考え方が多い。「学

校教育のみで十分」「学校教育の内容充実」と考えてい

る自治体は少数である。社会教育の場における住まい ・

まちづ くり教育の充実 とともに学校教育との連続性 を図

り,「いつで も,ど こでも,だ れ とでも」学びあえる,

生涯学習 としての住まい ・まちづ くり教育のあり方の検

討が緊急の課題になっていることがわかる。

自治体へのアンケー ト調査と同時に収集 した住宅マス

タープランの本報告書及び概要版には,住 教育のための

具体的な取 り組みが記述されている。①イベン ト,② コ

ンクール,コ ンペ,顕 彰,③ セ ミナー,シ ンポジウム,

研修 ・講習,④ 住情報交流拠点など,多 様な住教育の構

想がある。生涯学習のカ リキュラムの体系化 を検討 して

いる都道府県もあり,新 潟県では地域の建材 ・技術を生

かした住宅づくり,自 然や周辺 と調和 した住宅デザイン

・センスの向上,気 候 ・伝統を生か した住まい方,維 持

・補修技術の獲得 ・向上,共 有空間となる敷地のまわ り

の整理整頓,庭 や生け垣 ・花壇の整理,雪 かきの手伝い,

家族だんらんや庭先交流のあ り方など具体的な生涯学習

カ リキュラムづくりの構想を描いている。

①イベン ト

住宅フェアの一'部として行われている展示やイベ ン

ト,体 験コーナーや相談業務などを生涯学習の一環 と位

置づけて推進する構想が多い。

② コンクール ・コンペ ・顕彰

住まい ・まちづ くりへの意識を高めるためにコンクー

ル,コ ンペ,顕 彰などを構想 し,未 来の地域の担い手づ

くりや住まい ・まちづくりへの積極的な住民参加を考え

ているところもある。具体的な作品の成果だけではなく,

公的施策の広報充実に向けた住宅設計コンペのように住

宅施策の広報 を目的にしたものが多い。子 どもを対象に

した絵画や作文や標語 ・俳句な どのコンクール も多 く,

これには①美 しい景観づくりに必要な美意識や感性 を養

う,② 住民参画のもとで美 しい住宅地景観をつくる,③

良好な住宅や住環境の表彰により,地 域の特性 ・特色を

活か した魅力ある住まい ・まちづくりを進める,な どの

ねらいがある。

③セミナー,シ ンポジウム,研 修 ・講習

消費者教育,リ フォーム,マ ンション管理,耐 震,高

齢者住宅,環 境共生,消 費者意識の向上,省 エネルギー

といった知識伝達型の学習活動のほか,高 度情報社会に

ふ さわ しい住まい方のシンポジウムなどのようにこれか

らの地域の住まい ・まちのあり方を議論 していくものも

み られる。青森県では,自 分で住宅を建てたり,増 改築

を希望する県民に対して夏休みに技術教育を,大 分県で

は小中学生や主婦を対象とした 「タウンウォッチング」

などが構想 されている。また,自 主的な学習への講獅 紹

介 ・助成などの支援や,学 校教育への専門家派遣(出 前



講座),住 宅 ・まちづ くり教育指導員制度,指 導者養成

講座,建 築ガイ ド・ボランティア育成などを構想 してい

る都道府県もある。主体的な住民参加を求めるためには

重要な活動であ り,地 域の中核 となる人材への的確な支

援はこれからの大きな課題であろ う、,住情報交流拠点の

ような施設 ・設備を設 けることも大切ではあるが,中 核

となる人材を育成 していくことはさらに重要である。

④住情報交流拠点

住情報交流拠点は調査時点で23都 道府県(4go/・)に 設

置されていた。 さらに計画中や構想中を含めると,ほ と

んどの都道府県が住情報交流のための拠点整備を住宅施

策に位置づけていることになる。

住情報交流拠点は,① 住まいづ くりに関する諸情報を

総合的に提供すること,② 地域住民の交流の核として住

民生活に潤いを与えること,な とを目的としてお り,す

でに設置 されている住情報交流拠点では多様な方法で総

合的な住情報提供が試み られている、,住宅相談業務や建

設省HICの 閲覧をは じめ,市 販の住宅 ・建築雑誌や住

まい ・まちづくり ・インテ リア ・福祉関連図書,パ ンフ

レッ ト・カタログなどを集めた図書 コーナーの設置,公

庫融資や耐震 ・断熱関係の映像を集めたビデオライブラ

リーの設置,実 物や模型の展示,住 宅情報誌の発行,講

座 ・セ ミナーの開設などである。また,バ リアフリー住

宅や耐震 ・筋交い実験,設 備機器,手 すり ・階段 ・流し

台 ・テーブル ・スロープなどの体験コーナーの設置を実

施 している住情報交流拠点もある。ホームページを使っ

て公的住宅の入居募集や住宅振興協議会等の情報提供を

行っている例もみ られる。 こうした住情報サービスの多

くは住宅マスタープラン策定後に実施 されてお り,総 合

的な住宅マスタープランの策定意義の一つといえよう。

ただ,経 済的には民間にかな り依拠 している構想 も多

かったため,必 ず しも計画通 りに進んでいないものも見

受けられる。 「住宅の品質確保の促進等に関す る法律」

との関連で建築住宅センターが設置 される都道府県は増

えているが,す べてが上記のような総合的な交流の拠点

として十分な効果を上げているかどうかは疑問である。

住情報交流拠点の縮小を余儀なくされている県もある。

さらに住宅マスタープラン策定後,県 の住情報交流拠点

を核 として,県 内各地域 とインターネ ットで結び,高 度

な専門相談などに対応す る具体的な構想を進めていた例

もあったが,こ れも財政的な理由からとん挫 している。

3.2市 区町村住宅マスター プランの場合

(1)住 まい ・まちづ くり教育に対する意識

表1-1④ の調査によると,住 まい ・まちづくりへの住

民の意識 ・関心を高め主体的な参加を促 していくため

に,学 校教育や社会教育の場において,学 校や地域,行

政,専 門家な どが連携 しなが ら住まい ・まちづくり教育

に取 り組んでいくことを重要(た いへん重要+ど ちらか

といえば重要)と 考えている自治体は全体の89%で あっ

た。基本的な枠組み として,都 道府県及び政令市の住宅

施策担当者と同様に,社 会教育 としての住教育の充実や

生涯学習の…環 として住まい ・まちづくり教育を位置づ

けようとしていることがわかる。ただ,こ れ らに実際に

取 り組んでいる自治体は,全 体の13%に す ぎない。

(2)住まい ・まちづくり教育の具体的な取 り組み

住まい ・まちづくり教育に取 り組んでいる全国91の 市

区町村についてその内容をみた ものが図3-1で ある。学

校教育向け副読本づくりへの取 り組みは社会科の地域学

習用以外は少なく,住 宅取得や高齢者対応などをテーマ

にした一般向けのものが多い。住民の意識啓発や地域の

住文化理解のために住民対象の講座やワー クショップの

開催,作 文 ・絵画コンクールなどの実施,木 造住宅等の

表彰 ・顕彰など様々な展開がみ られるが,地 域の住まい

・まちづ くり活動の中心となる人材育成や組織 ・体制づ

くりへの取 り組みは少数である。また住情報交流拠点の

整備 も,市 区町村 レベルでは難 しいとみ られる。住まい

・まちづ くり教育が住宅マスタープランの中の施策の一

つに位置づけられていく例は増えているが,実 践段階に

至っているところは少ない。そのなかで福島県三春町は

HOPE計 画を改訂 した住宅マスタープランにおいて,

町民に対する住教育 と住情報 を積極的に打ち出してい

る。 しか し,住 宅マスタープランを策定 していない自治

体においては庁内での住宅施策その ものの位置づけが弱

く,ま た施策を実現 していくための財源や体制 さえも整

っていないのが実情である。ユニークな住教育の構想を

描いていても,そ れを実現 してい くための具体的な手だ

てが用意 されていない ところに問題がある。

住宅マスタープランの策定は,自 治体の総合的な住宅

施策展開の可能性 を持っている。今後は,先 進的な自治

体の住まい ・まちづくり教育の実践を互いに共有し,各

地域の住教育資源(ひ と,も の,こ と)を 活かしながら,

地域に根 ざした住まい ・まちづくり教育を推進 していく

ことが重要な課題である。



4.社 会教育 としての住まい ・まちづくり教育

人は生涯にわたって住まいやまち,コ ミュニティの中

で生活 していくことになるが,住 まいやまちづくりにつ

いて系統的に学ぶのは学校教育の限られた時間にすぎな

い。住みかえや住宅取得,増 改築など住まいづくりの具

体的な場面を迎えるのは大人になってか らの ことであ

り,学 校教育で十分な住教育を受けてきていない住み手

の多 くは戸惑 うことも多い。欠陥住宅やマンション管理

の問題はその一つの典型例であろう。住まいに関わる現

実の問題を解決 していくためには,学 校教育を終えたあ

との住まい ・まちづくり教育の充実も重要である。 ここ

では「住宅取得」の場面を取 り上げ,表1-1⑤ の調査から,

住まいづ くりにおける住情報の入手実態や問題を明らか

にするとともに,社 会教育や生涯学習としての住まい ・

まちづくり教育へのニーズを明 らかにする蜘。

1ヶ 所にすべての情報が集まっている総合的な施設やバ

リアフリー住宅など体験型の住宅展示場へのニーズが高

い。また,困 ったときに第三者から客観的 ・専門的なア

ドバイスを受けられるような住宅相談窓ロへの要望 も大

きい。住情報交流拠点にはシ ョールーム型や複合体験型,

総合体験型など様々なスタイルがあるが,い ずれも大都

市に多く立地 している。今後は、こうした施設を核 とし

て、どこからでも必要な情報が取 り出せるよ うなネ ット

ワークの形成を進めていく必要があろう。

このように住み手は,初 めて住 まいづくりの場面では,

実に多くの悩みや問題に遭遇する。住み手が自らの住ま

いづくりに主体的 ・積極的に関わっていくためには,住

まいづくりについて知識を深めた り,体 験することので

きるような場やプログラムを社会教育 として も用意 して

いくことが重要であろう。

4,1住 宅取得時の住情報入手実態

住宅を選んだ り,建 てたりする場合,住 み手は様々な

情報を集 めて検討す る。南関東地域における住宅金融公

庫融資利用者の場合についてみると,住 宅情報誌や新聞

広告,カ タログ ・パンフ レッ トなどか ら間取 りや工法 ・

材料,設 備,資 金計画などの基本的な情報 ・知識を入手

するとともに,親 戚 ・友人,業 者からのア ドバイスや体

験談を参考にしている。 また身近な住宅展示場や ショー

ルーム,建 築現場を実際に自分の目で確かめることも住

まいづ くりに役立っている。 こうした一連のプロセスも

住み手が自ら行 う住教育の一つと考えてよいだろう。 し

か し,必 要とする情報が容易に得 られなかった り,判 断

に迷 う例 も多いことか ら,客 観的かつ総合的な住情報提

供を求める声がある。また,情 報や知識の入手方法 さえ

わか らないとい う住み手 も少なくない。今後は,情 報入

手 ・判断のための情報 リテラシーを養 う住教育も重要と

考えられ る。

5.協 働型住まい ・まちづくり教育の実践

かつては家庭や地域でも担われていた子どもたちの教

育が しだいに学校に集中するよ うになり,現 在では家庭

からも地域からも教育力が失われて しまっている。これ

に伴い,学校教育もまた行きづまりの様相を呈している。

このような社会状況の中で,あ らためて学校 と家庭,地

域 とが協働 し,全 体としての教育力を高め,そ のなかで

子どもたちを育てることが求められていると言えよう。

ここではまず,学 校 と地域との協働型住まい ・まちづく

り教育の実践例を整理 し,そ の意義 ・効果 ・実践のため

の必要条件を検討する。また,マ ンシ ョン管理 を取 り上

げ,生 涯学習としての住教育の実践について紹介する。

4.2住 まい ・まちづ くり教育に対するニーズ

図4-1は,こ うした住宅取得の経験を踏まえた上で,

住まい ・まちづ くり教育や住情報整備 のあり方について

住み手の考え方 をみたものである。家庭科を中心とする

学校教育での住教育にとどまらず,家 庭や地域など社会

教育での住まい ・まちづくり教育の機会を増やし,生 涯

学習として捉えていく必要があると答えている。同時に

住み手の意識啓発や住まい ・まちづくりへの主体的参加

を支援する副読本の作成や見学会などの実施,住 まいや

まちの体験学習の場 ・機会の確保など多様なニーズがあ

る。第3章 で述べたように,住 み手のこうした住情報ニ

ーズに応え,ま た住み手 とつくり手の情報交流を促進す

るために自治体や民間の手によって住情報交流拠点の設

置が進んでいる。住み手の立場か らみると(図4-2),



5.1協 働型住まい ・まちづくり教育の意義

住まい ・まちづ くり教育では,子 どもたちが体験を通

して身近な生活を見っめるところから住宅 ・地域 ・社会

・自然環境 ・地球環境 ・人間などについての学びを深め

ることが重要である。 しか し住まうことにかかわるこれ

らのことについて体験的に学ぶ ことは,学 校だけでは難

しい。より実体験的にその理解を深めるためには,た と

えば学校から家庭や地域へ働きかけることによってそこ

での体験的な住まい ・まちづ くり教育へのきっかけをつ

くり出 し,そ の体験を学校に持ち帰って子どもたちひと

りひとりがそれ を内面化 していくことで学びを深めてい

くとい うプロセスが有効である。また学校 と家庭 ・地域

との協働は学校教師だけでは難 しい様 々な学習機会をつ

くり出 し,子 どもたちにも親や地域の大人たち,ま た教

師たちにもよい影響を与え,相 互理解 を深めていくこと

にもっながっていく。住まい ・まちづくり教育の中には

このような協働の契機 となる課題が多 く,学 校 と家庭 ・

地域 とが相互に協力 して子どもたちの住まいと環境をめ

ぐる学びの機会 をつ くることには,現代的な意義がある。

ところで協働型住まい ・まちづ くり教育の実践形態に

は,① 学校主導型,② 地域主導型,③NPO主 導型,④

行政主導型,⑤ 学校 ・地域 ・行政協調型などがある。学

校主導型は,小 学校 ・中学校 ・高等学校などの学校教師

が中心とな り,家 庭や地域の協力を得ながら授業や行事

などを行 うものである。地域の大人たちが学校に来て授

業等に参加 ・協力した り,子 どもたちが地域で調べ学習

を行 うなどの形態がある。地域主導型は,地 域の大人た

ちがまちづくり活動などを通 して,地 域活動の場 ・機会

・組織などをつ くり,そ の活動の中に子どもたちを巻き

込んでいくものである。NPO主 導型は地域主導型の発

展型で,地 域のまちづ くり活動組織をNPO法 人化した

ものである。行政主導型は行政が企画 ・主導 して行 うも

ので,子 どもや大人が参加する地域でのまちづくり活動

・イベ ン トや教師の協力を得て学校の授業などで行 うも

のがある。最後に学校 ・地域 ・行政協調型はこれ らを複

合 したものである。三者のパー トナー ンップによ り,住

まい ・まちづ くり教育の様々な場 ・機会をつ くってい

る。 これら協働型住まい ・まちづ くり教育における種々

の形態は,そ れぞれの学校や地域の持 っている特性や条

件,特 にキーパーソンがどこにいるかによってあらわれ

方を異にする。 これ らについて,以 下の実践例をもとに

その効果や成立条件等を整理する。

5.2協 働型住まい ・まちづ くり教育の実践例

(1)学校主導型

学校主導型の住まい ・まちづ くり教育として,高 知県

南国市北陵中学校 での実践例 を取 りhげ てみ る文8'。テ

ーマは 「地域の気候風土をふま身た住 まいや住まい方に

ついて考えよう」である。これは中国四国地区中学校技

術家庭科研究大会での研究授業に向けて取り組 まれたも

ので,高 知大学西島研究室の協力を得て,F先 生が3年

生の授業で実施 したものである。住まいが気候 ・風土 ・

環境などと関わっていることを理解す ること,地 域の住

まいの特徴や住まい方に目を向けて快適に住ま う工夫が

できるよ うになること,自 分の住まいや地域を見直 して

環境やエネルギーを大切にした住まい方ができるように

なること,地 域社会 とのかかわ りに目を向けて地域づ く

りに関心をもつこと,な どを目標 としている。

具体的には,住 まいと気候風土な どとのかかわ りにつ

いて班 ごとにテーマを設定し,そ のテーマにそって資料

収集を行 った り地域住民の話を聞くなどの調査を行い,

パネル ・絵 ・模造紙などにまとめて ,発表を行っている。

各班のテーマは,「 室内環境」「地域の景観」「高知県の

間取 りについて」「高知県の建築材にっいて」「高知県

の気候 と外観」である。高知県が温暖で雨や台風が多い

ことなどから,暑 さ寒さ対策や湿気対策についてのアン

ケー トをとった班や,田 の字型や続き間などの伝統的な

間取 りについてのアンケー トをとった班などがあり,地

域の住まいと生活の実態を自分たちで調べてまとめてい

る。また高知県の気候風土と水切 り瓦 ・右瓦 ・左瓦 ・土

佐漆喰 ・土佐和紙などの様々な伝統的な建築材料 とを結

びっけ,そ の歴史的背景や特徴 ・目的などを詳 しく調べ

て整理 している班 もある。いずれ も自分たちで調べ,知

り,考 えるという生きた学びをしている。

またここでは,こ れ らの学びに触発 されて生徒たち自

身の発想で,だ んご3兄 弟ならぬ 「気候三兄弟のおはな

し」 とい う紙芝居をつ くっている(図5-1)。 台風 ・雪

雲 ・太陽とい うまさに日本各地の気候風土を語るにふさ

わ しい 「三兄弟」を設定し,こ の「三兄弟」の体験談とし

て北海道から沖縄までの日本各地の住 まいの特徴をユー



モラスに描き出している。生徒たちがこの授業を通して

「地域の気候風土と住まいや住まい方」についていかに

主体的な学びをしたかが うかがわれる。

このほかにも高知県の伝統的な住宅であるUさ んの家

の特徴や良さを見直すことから快適に生活 していく力を

養 うことを目標(テ ーマ:自 分の家 とUさ んの家ではど

んなところが違 うか)に した高知県池川町池川中学校の

実践例がある。

(2)地域主導型

地域主導型で,子 どもと大人のパー トナーシップ型ま

ちづ くり学習を実践 した例 として,愛 媛県三津浜の 「み

つはま生活博物館」がある。 これは三津浜のまち全体が

歴史 と暮 らしの博物館 となっているいわゆる生活博物館

(まちなかの民家や店内が一般開放 されている)を 舞台

とした地域でのまちづ くり活動に,そ れに参加 していた

中学校教師が中心となって中学生を巻き込み,学 校 と地

域との協働の場をつくり出していったものである。学校

と地域 とのかかわ りは,地 元の若手を中心に結成 されて

いたまちづくり組織 「平成船手組」にならって,こ れに

参加 していた三津浜中学校のM先 生の呼びかけで中学生

主体の 「船手組ジュニア」が1996年 春に結成されたこと

には じまる。1996年1学 期には,M先 生は2年 生の社会

科の授業で地域学習として三津浜のまちの形成過程や現

状をとりあげ,グ ループ別に 「昔の建物の探検」「三津

の渡 しの移 り変わ り」「人情あふれる三津浜の銭湯」「三

津浜商店街の変化」な どのテーマで,調 査や聴き取 りな

どが行われた。こ うした動きはこのあとさらに大きな広

が りをみせ ることになる。まず三津浜中学校の文化祭で

の 「ふるさと三津浜再発見」で,こ れまでの地域学習や

地域調査などの成果が発表 され,こ のような中学生の活

動を多 くの地域住民が知ることになった。さらに船手組

と三津浜中学校 とが協働 し,三 津浜の隠れた歴史を探ろ

うとい う歴史探訪,生 活博物館来館者 も参加できる海辺

のコンサー トが企画された。 これ らの企画の実施には行

政の支援 もあ り,学 校 ・地域 ・行政が協働 してまちづく

り活動を展開するにいたっている。これ らの過程を通 し

て,子 どもも大人 も三津浜のまちの歴史や空間を再発見

・再認識 し,様 々な人々 とのコミュニケーションやふれ

あいを体験 している。

(3)NPO主 導型

山口県内のNPO法 人 「まちのよそおいネ ッ トワーク」

による住まい ・まちづくり活動の実践例である。 このN

POは 景観 を通 して自分たちのまちを考えることを目的

に1992年3月 に結成 され,「 みんなで選ぶ景観賞jを は

じめとする市民主体の様々な行事に取 り組んできてい

る。その背景には,ま ちづ くりの主人公は市民である,

よりよい施設づくりには使い手の意見を反映させること

が大切であるとい う認識がある。それをさらに発展させ

るためにNPO法 人化 している。NPO法 人としての主

な活動内容は,① 住教育 ・環境学習ネ ットワーク化のた

めの活動,② 高齢者の住宅改修支援のための活動,③ 使

用者の声を公共建築物づくりに反映させるための活動,

などである。そのほか,手 づくり景観賞の実施,各 種相

談業務の実施,セ ミナーの実施,古 民家や近代建築の再

生に関する調査研究などが計画 され,2000年8月 には6

人の中学生を主人公 としたすまい ・まちづ くり読本 「み

どりの道」を刊行 している。

(4)行政主導型

北海道立寒地住宅都市研究所が主体 となって企画 し,

地域の建築実務者 ・行政担当者などの専門家の協力を得

て行った住まい ・まちづくり教育の実践例として「北国

の住まいをつ くる」がある。北海道桧山郡厚沢部町厚沢

部小学校のK先 生が6年 生のクラスで実施 したものであ

る。北海道では雪 と寒 さとい う独 自の気候風土を持って

いながら,そ れに対応 した住まいや暮らしについての教

育は小学校 ・中学校 ・高校 を通 してほとん どなされてい

ない。そこで北海道の子 どもたちに自分の住んでいる地

域の生活や住宅にっいて体験的に知った り考えた りする

機会をつくろうとして行われた授業である。まず写真な

どの資料を使って温暖な地域と北海道との くらしや住ま

いの違いを自分たちで気づいた り考えた りしながら学習

し,北 海道の生活 と住まいについての理解を深めるとい

う導入の授業か らはじまっている。その うえで子どもた

ちがグループ単位で自分たちの住みたい北国にあった家

のイメージを話 し合い,そ れを絵に描いて,さ らに模型

をつ くり,発 表する,と い うステ ップを踏む。そのなか

で,北 海道の住まいにっいての子 どもたちの疑問に答え

たり,家 づくりについての助言をした りという,住 宅に

ついての専門的な知識が必要なために担任だけでは難 し

い部分については建築家や行政などの地域の専門家集団

が協力 している。この授業では,慣 れない授業の内容や

や り方などに対 してはじめは面倒 くさがっていた子 ども

たちも,ご くあたりまえだと思っていた 自分たちの生活

や住まいが本州以南のものとはずいぶん違っていること

に気づいた り,自 分たちで家族 ・生活や家の間取 りを考

えそれを形に していくおもしろさを実感 しながら取 り組

むようにな り,放 課後にも熱心に作業をしていたと報告

されている。また,発 表会では父兄な ども参観 し,子 ど

もたちの体験を共有することを可能に している。

(5)学校 ・行政 ・地域協調型

石川県内の小学校のホームプロジェク ト(HP)に よる

まちづくり活動を取 り上げる。これは小学校のホームプ

ロジェク トを利用 して行われている小学校校区別のまち

づくり活動である。約20の 小学校で様々な取り組みがな

されている。その うちの主なものを紹介する。

①子 どもまちづ くり塾:金 沢市内の小中学校で配布さ



れ て い る ま ち づ く り読 本 の 作 成 に 多 くの 小 学 校 教 師 が 参

加 し,そ の ま ちづ く り読 本 をテ キ ス トに して,子 ど も た

ちが 自分 た ち の ま ち を歩 い て ま ち の 分 析 を して い る。

② だ いす き!わ た した ちの ま ち:自 分 た ち の校 区 に 自

然 が どの く らい あ る か を 調 査 し,ま ち の な か の 鳥 ・魚 ・

木 ・川 な どの よ うす を絵 や 文 章 な どで ま と め て い る。

③ 学 習 ボ ラ ン テ ィア ・ま ちの 先 生:子 ど もに伝 え た い

知 恵 や 技 を も っ て い て そ れ を 子 ど もた ちに 教 え て くれ る

地 域 の 大 人 た ち を,ま ち の 先 生 と して 募 集 し,子 ど もた

ち が そ の ま ち の 先 生 た ち か ら様 々 な こ と を学 ぶ 。

以 上 の ほ か に も 「い い ね 金 沢 ・再 発 見!」 「浅 野 川 に

生 き る い の ち 」 「出 会 い ・発 見 ・お う ぎ だ い 」 「み ん な

の 額 谷 山 」 「不 思 議 発 見!高 橋 川 」 「ふ れ あ い ・み つ め

あ い ・扇 台 」 「森 山 の 地 域 探 検 隊 」 な と,そ れ ぞ れ の 校

区 ご と に 地 域 に 固 有 の 資 源 を 活 用 して 体 験 的 な 学 び を

し,子 ど もた ちの 地 域 へ の 理 解 や 愛 着 を 育 て て い る。

5.3協 働型住まい ・まちづくり教育の効果と課題

(1)協働型住まい ・まちづ くり教育の効果

協働型住まい ・まちづくり教育の効果には様々なもの

があるが,そ の主な ものは以下の通 りである。

①地域のよさやひ との再発見を通 して,子 ども ・教師

・大人たちの地域への理解 ・愛着が深まる。

②地域での調べ学習等を通 して,課 題発見型 ・問題解

決型の学習ができる。

③子 ども ・教師たちと地域の大人たちとの交流や相互

理解が深まる。

④生きた学習の場 ・機会などが,子 どもたちにとって

の新たな自己発見や 自己確立などのきっかけとなる。

⑤子 どもたち自身が新たな授業展開や ときには地域の

大人たちへの働きかけな どを行 うようになるなど,主 体

性 ・能動性 ・創造性 を発揮す るようになる。

⑥学校教師自身が子どもたちの異なる面を発見し,自

らの教育のあ り方などをふ りかえるきっかけとなる。

(2)協働型住まい ・まちづくり教育の課題

協働型の住まい ・まちづ くり教育は意欲的な教師,活

発な地域活動,行 政の働 きかけなどが契機 となって実践

されている。いろいろな場にいるキーパー ソンがそれぞ

れの条件のなかで工夫して実践 していることが,そ れ ら

を生きた教育の機会にしている面もある。 しかし現状で

は,協 働型住まい ・まちづくり教育の実践にはその準備

段階か ら実施 に至るまで多くの時間 と労力とを必要 と

し,だ れもが気軽にできるというものではないとい うこ

とも事実である。 したがって,協 働型の住まい ・まちづ

くり教育を幅広く展開してい くためには,以 下のような

課題 を克服 していくことが必要 と考えられる。

①学校 ・地域 ・行政による協働型住まい ・まちづくり

の実践を支援す るシステムや拠点づくり。

②協働型住まい ・まちづくり教育の教育プログラム ・

教材 ・手引書などの作成。

③学校 ・地域 ・行政における協働型住まい ・まちづく

り教育の担い手の育成。

④協働型住まい ・まちづくり教育の実践に伴 う子 ども

の安全への配慮 とその責任の社会化。

5.4マ ンション管理にみる住教育

今 日,分 譲マンションは都市住宅の一つとして位置づ

けられ る。 しか し,「共同で所有 し共同で住む」という

居住形式がわが国ではなじみのない新 しいものであるた

め,多 くの居住者(区 分所有者)は 財産や生活の管理の

重要性を認識 しないまま入居している。住宅取得 ・入居

後の住まいづくりの問題点として,分 譲マンションにお

ける住情報ニーズ,そ して生涯学習活動 としての住み手

自身による住教育について福岡県の事例を紹介する。

(1)分譲マンシ ョンとい う集合居住特有のニーズ

1996年 度の北九州市建築指導課の住宅相談では,マ ン

シ ョンに関す る相談が66件 あ り,そ の うち2/3が 専有部

分の修理や住戸の契約問題など,1/3が 管理組合の運営

・資金管理や建物共用部分,特 に給配水管の管理 ・修繕

などの相談であった。前者は戸建て住宅にも共通する問

題,後 者は分譲マンション特有の問題である。

(2)管理組合の住情報ニーズ

1997年2月 に北九州市が行った 「分譲マンシ ョン管理

組合実態調査」渕の 「マンシ ョン生活について今後調べ

てほ しいことや要望(自 由意見)」 から,「 住情報ニー

ズ」を抜粋すると,① 管理組合の運営,管 理費値上げ,

修繕積立金などについての 「専門家のア ドバイス」,②

管理,保 守点検,修 繕のための 「優良業者の紹介」,③

管理費滞納の対策や修繕積立金の積み立て方法 ・調達方

法の 「ガイ ド」な どを求める例がある。 さらに,④ 「情

報交換のための場」の設置を求めたり,具 体的な名称を

あげて 「福岡県マンション管理組合連合会」や 「(財)

マンション管理センター」について知 りたい という例も

ある。この調査の回答者が管理組合役員や管理会社,管

理人など管理を担 う立場にあるため,管 理運営に関する

情報を広 く深 く求めていると思われるが,一 方で居住者

(区分所有者)へ の住教育の必要性を強調する例も多 く,

⑤ 「無関心層をなくすようにアピール してほしい」,⑥

「ペ ッ ト問題などで,規 約が守 られない,集 合住宅の住

人 としてのマナーの欠如 している」などと訴えている。

(3)居住者 自身による居住者のための住教育

分譲マンシ ョンで生 じる種々の問題 を解決するため

に,各 地で居住者 自身が立ち上がって管理組合の連絡組

織を結成 している。その活動は,居 住者自身による居住

者のための 「住教育」とみることができる。

特定非営利活動法人 「福岡県マンション管理組合連合



会(県 福管連)」は,現 会長のK氏 ら3名 の呼びかけで,

1986年12月 に北九州マンシ ョン管理組合連絡協議会とし

て5組 合388戸 で発足 した。 発足のきっかけは,居 住す

るマンションで管理組合理事長を務めたことのある設立

発起人の3氏 が,管 理費滞納や大規模修繕,不 良入居者

問題,規 約改正,ペ ッ ト問題な どで対処に悩み苦労 した

体験から,「 他のマンシ ョンで も起こりうる問題」 とし

て解決のために団結 を呼びかけたことにある。発足当初

は区分所有者や管理組合の関心が低 く,相 談会の出席者

が0名 の ことも度々あったとい う。また北九州市や福岡

県にマンション管理に関する行政指導や協力を陳情 して

も受け付けられ ない,問 題を問題 として認識 して もらえ

ないことも続いた。 しか し,弁 護士 との連携による独 自

の 「管理費滞納対策マニュアル」や 「モデル管理規約」

を作成,全 国の管理組合連合会との連携 ・情報交換を重

ね,ね ば り強い活動を継続 して,全 国の管理組合連合会

のなかでは じめてNPO法 人 として認可された。発足か

ら14年 目の2000年9月 現在では225組 合11,493戸 となっ

ている。

「住教育」 と位置づけられる現在の主な活動内容を表

5--1に 示す。対象は会員に限定 したものと,広 く一般に

呼びかけるものとがある。表中1一③講習会は加盟会員組

合の役員を対象 とした研修会である。テーマのa)管 理組

合運営(滞 納管理費対策)とb)修 繕費積立方法は金銭面

の懸案事項である。 この2大 テーマが毎年変わ らずあげ

られる理由は,管 理組合運営の初心者は新規加盟会員だ

けでなく役員の定期交代によっても現れること,建 物は

年々老朽化していくので大規模修繕を要する建物 も常に

存在することによる。

(4)情報発信拠点として位置づけ

北九州市の分譲マンションの管理方式は,自 主管理が

50,6%と 過半数を占め,全 国の7.7%に 比 して圧倒的に

多いことが特徴である。管理会社からの情報収集可能な

全面委託に比 して,自 主管理は自ら情報を収集 しなけれ

ばならず,容 易なことではない。北九州市における 「県

福管連」の存在は,情 報の発信源 としても,重 要である。

NPO法 人化の大きなメリットは,公 的機関か らの仕

事の依頼がくるようになったことである。福岡県建築住

宅センターでの住宅相談への参加,県 ・市 ・住宅金融公

庫主催の各種行事への参加,(財)マ ンション管理センタ

ー福岡支部の引き受けなどで
,対 外的な信用を増すとと

もに,活 動エ リアが山口県や鹿児島県など県外へも広が

り,多 くの居住者にマンシ ョン管理に関する呼びかけす

なわち住教育を行 う機会が増えている。管理組合運営情

報の蓄積 と指導実績のある団体の法人化は,他 地域で団

体結成を目指す人々の指針 とな りうるし,一 地域では組

織化できない管理組合をネッ トワークでつなぐことも可

能であろう。 さらに分譲マンシ ョンでコミュニティづく

りを手がけた ノウハウを高齢社会における戸建て住宅地

のコミュニテ ィ再形成に応用する可能性 も秘めている。

6。 まとめ

本研究は,生 涯学習としての住 まい ・まちづくり教育

について,学 校教育,社 会教育及び地域住宅政策な ど総

合的 ・多面的 ・多角的に住まい ・まちづ くり教育に関す

る課題を明らかにし,そ の実践を通 して今後のあ り方を

展望するために取 り組んだ基礎的研究である。住まい ・

まちづ くり教育は子 どもから大人まで生涯にわたり住意

識を高め,望 ま しい住居観や住要求の形成を促 し,科 学

的で的確な住情報を得るために必要である。本研究で得

られた主な知見は,次 の3点 である。

第1に 地域性の視点から,学 校教育における家庭科の

現状と課題を明らかにした上で,教 育実践の分析を通し

て今後の住まい ・まちづ くり教育の課題および教育実践

の条件について明らかにしたものである。全国6地 域の

大学生が高校家庭科で履修 した住居領域の学習は家庭科

全体のわずか1割 程度の時間数であったこと,地 域の住

まいや住環境に関する内容の認知度は比較的高かった

が,そ れは社会科など他教科や遠足などの行事を通して

の学習によることが明 らかになった。また各地での地域

性を生か した住教育実践の分析から,教 師の的確で緻密

な授業計画 と教材づくり,地 域住民 との協力連携,研 究

者 ・専門家 との協力連携により,子 どもの自主性 ・主体

性を引き出 し,子 どもの住まいやまちの地域性に関す る

認識を高め,自 分の身近なまちに対する関心,さ らには

改善のため住まい ・まちづくりに関する要求を形成する

授業づ くりにつながっていることが明らかになった。

第2に,近 年,各 自治体で取 り組まれている住宅マス

タープランの策定 と推進事業にっいて,住 教育 ・住民参

加 ・住情報のあ り方の視点からの分析により,各 地域の

実態と取 り組みへの意向について考察 した。それによる

と住宅行政における住教育への関心は強く,具 体的に学

校教育 との連携やイベン ト・コンクールなどを生涯学習



と位置づけ,計 画 ・実施 している自治体も多い。またほ

とん どの自治体で住宅マスタープラン策定の段階から住

民参加を推進 し,住 民のための住情報の交流拠点にっい

て実施 ・提案 している。特に近年住宅マスタープランの

策定に際 して,ワ ークシ ョップによる住民協働型の取 り

組みを実施す る自治体 も増え,こ のプロセスで住民の住

要求を把握す るためのアンケー ト調査に加えて,新 しい

型の住民参加による取 り組みがみられた。一方,住 民の

ための住情報 ・住教育の場である交流拠点が必ず しも有

効活用 されていなかった り,そ の構想が実現 していない

事例も少なからず見受けられ,今 後の課題 となっている。

第3に,住 宅取得,住 みかえ,増 改築,住 居管理に際

しての住情報の取得や住教育に関する住み手,居 住者の

学習 ・研修ニーズは高く,こ れらの学習は生涯学習 ・社

会教育 として位置づけられ ることを示 した。

住宅金融公庫融資利用者の住情報入手先にっいては一

般的 ・基本的な知識 ・情報は住宅情報誌などマスメディ

アが多いが,地 域の住宅展示場や知人からの情報など体

験的でロコミの情報が意志決定に重要な役割を果た して

いることが明 らかになった。一方,集 合住宅居住者の管

理問題がマンション居住者の増加によりさらに大きく広

がってお り,居 住者=区 分所有者,管 理組合が連携 して

NPO法 人を発足させ,住 居管理に関する学習 ・研修会

の実施が広がっている。快適なマンション居住のために

は居住者の住み方学習,住 居管理の知識 ・技術の習得な

どの学習 ・講習が不可欠であり,居 住者や管理組合の中

に住教育の必要性が強く意識 されている。

以上,学 校教育,住 宅政策 ・住宅行政,社 会教育にお

いてこれまで不十分であった住 まい ・まちづくり教育の

実態と課題を明 らかにすると同時に,近 年のそれぞれの

場における住まい ・まちづ くり教育の新 しいタイプの取

り組みも芽生えていることが明らかになった。それが学

校主導型にしろ地域 主導型にしろ,学 校 と地域,教 師と

市民,住 まい ・まちづくりの専門家などの連携 ・協働 ・

協力によ り,大 人 と子どもが住まい ・まちづ くりにっい

て共に生き生きと学べる場が大きく広がってきている。

今後,さ らに多 くの学校や地域で住まい ・まちづくり教

育が取 り組まれるためには子どもから大人まで生涯にわ

たって学べる学習プログラムが各地域で作成 され,多 く

の実践が積み重ねられ,新 たな地域教材が開発される必

要があるか らである。それによって住み手の多くが主体

的に住まい ・まちづ くりに関わり,住 まいや居住地を改

善してい くための基礎的な資質や能力を獲得することが

可能になる。

今後は,地 域の住教育資源をいか した具体的なプログ

ラム開発や教材作成 などの課題に取 り組みたい。

<注>

D生 涯学習審議 会答 申(1999年)で は,生 涯 学習 を学校 教育

か ら社会教 育までのすべ てを含 む概念 と位 置づ けるために

「いつで も,ど こで も,だ れ で も」可能 な学習形態 と して

い る。本論 では,住 ま いづ くり ・まちづ く り学 習 ・運動 に

おける協働や共生指向 を見据 えて 「だれ とで も」と表 した。

2)「 総合的 な学習の時間」 は2002年 度 か ら全 面実施予定 で,

「地域や学校,児 童の 実態等に応 じて,横 断 的 ・総合的 な

学習や児童 の興味 ・関心 に基づ く学 習な ど創 意工夫 を生 か

した教育活 動」(文 部省小 学校学 習指 導要領 平成10年)と

されてお り,環 境や住 まいの問題 が扱われ る可能性 が広 が

りつつ ある。

3)学 校教 育にお ける住教 育の問題 点 につい ては,「 住教 育一

未 来への 架け橋 」(ド メス出版1980),「 市民 と住 宅 一住 教

育の視点 か ら」(日 本建築 学会建 築経 済委員 会1987),「 住

まいの地域性 と住教育」(同1998)な どに詳 しい。

4)住 居領 域の実際 の学習時間 を正確 に示す ものでは ないが,

住居領 域の学習 に対す る学生 の印象の程度 を表す もの と考

えられ る。

5)調 査対象(有 効回答数/配 布 数)は,北 海 道 は高等学校の

全 家庭 科担 当教員(145/541),山 梨 は高等学校 と中学校各

1校 に/)き1教 員(42/49,76/103),福 井 は高等 学校 と中

学校 の全家庭科担 当教員(68/89,76/100),大 分は高等学

校 と中学校 の家庭科部会 出席者(38/70,78/158)で ある。

なお,調 査項 目は各地域 の特性 を考慮 した ため,地 域 ご と

に若干 異なってい る。

6)北 九州市建築 局建築指導課:分 譲 マ ンシ ョン管理組合実態

調査(1997年)に よる。回答数543票,有 効回収率46,3%。
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